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2022 年 3 月 28 日 

飯野海運株式会社 

 

不動産業における気候変動シナリオ分析の実施 

 

 当社は、このたび「TCFD 提言」（注）に基づき、不動産業における気候変動シナリオ

分析を実施し、気候変動がもたらす重要なリスクと機会を抽出し、項目を特定しました。

同内容は別紙をご覧ください。 

 

リスクと機会の抽出に当たっては、昨年実施しました海運業における気候変動シナリオ

分析と同様に、「２℃シナリオ」と「４℃シナリオ」のそれぞれの将来の世界観を踏ま

え、幅広く検討しました。 

 

これからの脱炭素社会への移行に伴い、オフィスビルについても省エネルギー化をはじ

めとした環境対応が必要となります。当社では、所有するビルに対し、非化石証書付電力

の購入の開始、照明の LED 化、太陽光パネルの設置など、温室効果ガス排出量削減に向

けた取り組みを既に進めております。  

 

今回のシナリオ分析の結果を踏まえ、「2℃シナリオ」が想定する世界観の実現に向け

て、オフィスビルの更なる省エネルギー化を検討してまいります。  

 

当社は、気候変動による事業への影響を想定し、リスクマネジメントを強化するととも

に、対策と事業戦略を一体化していくための取り組みを今後も進めてまいります。   

 

（注）「TCFD 提言」  

TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）は、G20 財務大臣および

中央銀行総裁の意向を受け、金融安定理事会（FSB）が設置した作業部会のことです。気候

変動がもたらす「リスク」および「機会」を把握し、開示することを狙いとした提言を公表

しています。 

 

本件に関するお問い合わせ先： 

ビル事業部 不動産環境対策室 TEL：03-6273-3580 

問い合わせフォーム：https://www.iino.co.jp/kaiun/contact/form.php 

 

以上 
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《別紙》 

２つのシナリオ（２℃シナリオと４℃シナリオ）が想定する世界観および当社グループの不動産業における重要なリスクと機会 

 

以上 


